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第１章 計画の基本的考え方 

１ 計画策定の趣旨 

消費者を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中、インターネット関連の

トラブルや高齢者を狙った悪質商法など、消費者問題は多様化・深刻化してい

ます。 

誰もが安心して消費生活を営むことができる社会の実現のためには、「商品

やサービスの購入・契約の際、表示や説明を十分に確認するなど自ら考え行動

する消費者」の育成が重要であり、そのためには「誰もが、どこに住んでいて

も、生涯を通じて様々な場で消費者教育を受けることができる機会の提供」が

必要です。 

このため、北九州市では、「消費者教育の推進に関する法律」の趣旨にのっ

とり「北九州市消費者教育推進の手引き」を策定し、様々な消費者教育の担い

手と連携・協働しながら、消費者教育の総合的かつ一体的な推進に取り組んで

きました。 

今般、これまでの取組を踏まえつつ、デジタル化の一層の進展や成年年齢引

下げ等、昨今の社会経済情勢の変化も勘案し、「消費者教育の推進に関する法

律」第 10 条第 2項に基づき、国の基本方針及び「福岡県消費者教育推進計

画」を踏まえ「北九州市消費者教育推進計画」を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）消費者市民社会の構築に関する領域 

① 自らの消費が環境、経済、社会及び文化等の幅広い分野において、他者に

影響を及ぼし得るものであることを理解し、適切な商品やサービスを選択

できる力 

② 持続可能な社会の必要性に気付き、その実現に向けて多くの人々と協力し

て取り組むことができる力 

③ 消費者が、個々の消費者の特性や消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、

主体的に社会参画することの重要性を理解し、他者と協働して消費生活に

関連する諸課題の解決のために行動できる力 

 

消費者教育が育むべき力 

消費者教育の範囲は広く、消費生活のあらゆる領域に関連するこ

とから、国の基本方針及び福岡県消費者教育推進計画では、その対

象領域を 

「（１）消費者市民社会の構築」「（２）商品等やサービスの安全」 

「（３）生活の管理と契約」「（４）情報とメディア」の４つに分類

し、それぞれに消費者教育が育むべき力を定めています。 

本市では、このことを踏まえ、関係機関がそれぞれ役割を担い、

互いに連携しながら、効果的な消費者教育の推進を図ることで、自

立した消費者の育成を目指します。 



 

２ 
 

（２）商品等やサービスの安全に関する領域 

① 商品等やサービスの情報収集に努め、内在する危険を予見し、安全性に関 

する表示等を確認し、危険を回避できる力 

② 商品等やサービスによる事故・危害が生じた際に、事業者に対して補償や 

改善、再発防止を求めて適切な行動をとることができる力 

 

（３）生活の管理と契約に関する領域 

① 適切な情報収集と選択による、将来を見通した意思決定に基づき、自らの 

生活の管理と健全な家計運営をすることができる力 

② 契約締結による権利や義務を明確に理解でき、違法・不公正な取引や勧誘 

に気付き、トラブルの回避や事業者等に対して補償、改善、再発防止を求 

めて適切な行動をとることができる力 

 

（４）情報とメディアに関する領域 

① 高度情報化社会における情報や通信技術の重要性を理解し、情報の収集・ 

発信により消費生活の向上や消費者市民社会の構築に役立てることができ 

る力 

② デジタルサービスの仕組みやリスクを理解し、また、情報、メディアの内

容を精査して適切な行動をとるとともに、個人情報管理や知的財産保護

等、様々な情報を読み解く力を身に付け、活用できる力 

 

２ 計画の位置付け 

  この計画は、消費者教育推進法第 10 条第２項に基づき、国の基本方針及

び「福岡県消費者教育推進計画」を踏まえて策定する「市町村消費者教育推

進計画」です。 

 

３ 計画期間 

  計画期間は、令和７年度から令和 13 年度までの７年間とします。 

なお、社会経済情勢の変化や国の制度改正などの消費者を取り巻く状況の

変化に応じて、計画の修正を行います。 

 

４ 計画の推進体制 

   この計画は、北九州市消費生活審議会（条例上の付属機関）において報告

し、その意見等を踏まえて推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 


